
 
 

 
 

競争参加者の資格に関する公示 

 設計共同体を結成し、支出負担行為担当官東京航空局長が発注する下記の業務に

おける競争参加者の資格を得ようとする者の申請方法等について、次のとおり公示

します。 

 

令和８年８月２８日 

 

東京航空局長 伊地知 英己      

 

１ 業務概要 

（１）業務名 

    令和８年度ＰＦＩ手法による「東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル

等整備・運営事業」等に関する検討業務 

（２）業務内容 

    本業務は、「東京国際空港国際線地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業」

等の現状及び事業の継続を前提とした上での、財務、法務及び技術面から検討

を行う業務である。 

（３）履行期間 

    契約締結日の翌日から令和９年３月１７日まで 

 

２ 資格審査申請書の受付期間 

  本日より令和８年９月８日（ただし、行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年

法律第 91号）第１条第１項に規定する行政機関の休日（以下「休日」という。）を

除く。）までの間の１０時００分から１２時００分及び１３時００分から１７時０

０分まで（但し、最終日は１４時００分までとする）。なお、令和８年９月８日（休

日を除く。）以降においても、随時、申請を受け付けるが、技術提案書の提出までに

当該設計共同体としての資格の認定を受けていなければならない。 

 

３ 申請の方法 

（１）申請書の交付場所 

   設計共同体としての資格を得ようとする者に以下の場所で競争参加資格審査

申請書（以下「申請書」という。）を交付する。 

     〒102-0074 

      東京都千代田区九段南１－１－１５ 九段第二合同庁舎 

      国土交通省東京航空局総務部契約課契約係 

       TEL 03-6880-1505 

（２）申請書の提出方法 

   申請者は、申請書に次に掲げる書類を添付し、持参、郵送（書留郵便に限る。）

又は託送（書留郵便と同等のものに限る。）により提出（提出期限までに必着とす

る。）しなければならない。なお、提出場所は（１）に示す申請書の交付場所と同

じ。 



 
 
  ① ４（１）③に規定する資格を有していることを証明するため、全ての構成員

の資格決定通知書の写し 

  ② ４（２）の要件を満たすことを判断できる内容を記載した書類 

  ③ ４（５）により締結した設計共同体協定書の写し 

（３）申請書等の作成に用いる言語 

   申請書及び添付書類は、日本語で作成すること。 

 

４ 設計共同体 

（１）組合せ及び構成員の資格要件 

   構成員の組合せは、次の条件に該当する者の組合せとするものとする。 

  ① 予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第 70条の規定に該当しない

者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結の

ために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

  ② 予決令第 71条の規定に該当しない者であること。 

  ③ 令和７・８年度国土交通省一般（指名）競争参加資格「測量及び建設コンサ

ルタント等（建設コンサルタント）｣ のＡ等級に格付けされ、東京航空局にお

ける競争参加資格を有する者であること（会社更生法（平成 14 年法律第 154

号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成 11

年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、

手続開始の決定後、東京航空局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格

の再認定を受けていること。）。 

なお、当該資格を有していない者については、「競争参加資格に関する公示」

（令和６年１０月１日付官報）に記載されている申請方法等により、競争参加

資格の申請を受け付ける。 

④ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 

但し、③の再認定を受けている者を除く。 

⑤ 参加表明書の提出期限の日から見積合わせの日までの間に、東京航空局長か

ら「航空局所掌の工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和 59年６月 28

日付空経第 386号）」に基づく指名停止を受けていない者であること。 

⑥ 参加表明書を提出した者との間に資本関係又は人的関係がないこと（詳細は

「簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公示」の２．（２）を参照。）。 

⑦ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者と

して、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している

者でないこと。 

⑧ 東京国際空港ターミナル株式会社、東京国際エアカーゴターミナル株式会社

及びその株主又はこれらの者と資本面又は人事面において関連のある者でない

こと。（「資本面において関連がある者」とは、当該会社の総株主の議決権の過

半数を超える議決権を有し、又はその出資の総額の 100 分の 50 を超える出資

を行っている会社をいい、「人事面において関連のある者」とは、当該会社の代

表権を有している役員を兼ねている社員を有している場合の会社をいう。） 

⑨ 本業務対象ＰＦＩ事業に関して、東京国際空港ターミナル株式会社及び東京

国際エアカーゴターミナル株式会社、若しくはその構成員又は協力会社より、

調査等を受託し又は請け負った実績を有する者でないこと。 

（２）構成員の技術的要件 

   構成員は、その分担作業ごとに、主任担当技術者を配置するものとする。また、



 
 

代表者たる構成員は、管理技術者を１名配置するものとする。 

（３）結成方法 

   自主結成とする 

（４）代表者要件 

   代表者は、構成員によって決定された者とするが、決定された代表者を明確に

すること。 

（５）設計共同体の協定 

   設計共同体を結成するため締結する協定書は、「設計共同体協定書」によるも

のとする。 

 

５ 資格審査結果の通知 

  「競争参加資格認定通知書」により通知する。 

 

６ 認定資格の有効期間 

  設計共同体における認定資格の有効期限は、次に掲げる者の区分に応じ、当該各

号に定める期間とする。 

（１）契約相手方となった者 

   競争参加資格が認定されたときから、業務が完了するときまでとする。 

（２）契約の相手方とならなかった者 

   競争参加資格が認定されたときから、契約の相手方と契約を締結するときまで

とする。 

 

７ その他 

（１）設計共同体の名称は、「令和８年度 ＰＦＩ手法による「東京国際空港国際線

地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業」等に関する検討業務○○会社・▼

▼会社設計共同体」とする。 

（２）本公示における競争参加資格の審査申請をする設計共同体が、支出負担行為担

当官東京航空局長が発注する令和８年度ＰＦＩ手法による「東京国際空港国際線

地区旅客ターミナルビル等整備・運営事業」等に関する検討業務の簡易公募型プ

ロポ－ザル方式に係る手続開始の公示に示されている技術提案書の提出者とし

て選定されるためには、当該公示の指示に従い、別途申請手続きしなければなら

ない。 

（３）申請手続き等について不明な点があれば、３（１）の場所に照会すること。 


